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1. 研究背景と目的 
公共施設は経過60年の時を迎え，多くの公
共施設が老朽化の問題を抱えている。また，人

口減少による税収入の低減が予想され，建て替

えなどの維持管理コストの捻出が困難である

ため，公共施設再編が大きな課題となっている。

公共施設の中でも，学校教育施設は自治体が所

有する公共施設で約3~5割の延床面積を占め
る施設である。よって自治体にて，公共施設の

総量縮減を実現するためには，学校教育施設の

再編は避けて通れない。 
また，平成25年11月に策定された「インフ
ラ長寿命化基本計画」2)において，各自治体は，

平成32年頃までに個別施設毎の長寿命化計画
を策定することが求められており，文部科学省

では，平成27年4月に「学校施設の長寿命化計
画策定に係る手引」1)の策定を行い，学校施設

の長寿命化計画の策定を促している。 
 本稿では，学校施設再編計画に関する研究
の一環として，各自治体が保有する学校教育施

設の更新に関する計画を長寿命化計画と位置

付け，計画の内容や策定に至るまでのプロセス

を分析し，各自治体の長寿命化計画における方

向性について分析・考察を行う。 
 

2. 研究方法 
	 本研究では以下の2つの方法から学校施設長
寿命化計画の方法と課題を探る。 
１）文献調査 
	 学校施設の長寿命化計画の方針を整理す

るため，各自治体のホームページから長寿命

化計画と学校施設に関わる計画として，公共

施設等総合管理計画と教育部局の策定した

計画を参照し，長寿命化計画の方法・方針・

策定までのプロセスの整理を行う。 
２）ヒアリング調査 
	  学校施設の長寿命化計画を策定している自
治体においてヒアリングを行い，長寿命化の

策定に至るまでのプロセス・学校施設の方

針・学校施設の面積縮減に向けた取り組みに

ついての要因・課題を探る。 
 
 

 
3. 対象自治体と策定状況 
	 調査対象の選定は千葉県内の全37自治体の
中から，令和元年の9月までに学校施設の長寿
命化計画を策定した自治体の中からヒアリン

グ調査を得られた千葉市，柏市，鎌ケ谷市，流

山市，匝瑳市，いすみ市の6つの市を対象とす
る。	 千葉県の各自治体の策定状況として，長

寿命化計画の基本計画は7つの自治体，方針の
みが2つの自治体で策定している。また，プロ
ポーザルで計画を募集している自治体は5つの
自治体でみられる。 
 
4. 計画からみた長寿命化計画の方向性 
	 各自治体の長寿命化計画の整理を行うため，

計画の目的と位置づけ，学校施設の施設整備方

法，長寿命化計画の方法から長寿命化計画の方

向性の把握を行う。 
４−１. 計画の目的と位置づけ 
	 長寿命化計画の予算縮減に関する目的とし

て表1にまとめる。 
  いすみ市，千葉市，流山市は長寿命化改修工
事で縮減できる維持管理費コストだけではな

く，トータルコストの縮減をあげている。 
	 また，全ての自治体では，上位計画に各自治

体の公共施設等総合管理を位置付けている。 
４−２. 学校施設の施設整備方法 
	 学校施設の施設整備として千葉市を除く5つ
の自治体は長寿命化改修・大規模改修・建替え

の３つの整備方法で維持管理費の算出を行な

っている。また，千葉市は統廃合・用途変更・

減築の3つを加えた6つの施設整備方法で維持
管理費の算出を行っている。（表2） 

表1 予算縮減に関する目的 

 
 
 
 

 
表2 学校施設の施設整備方法 
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４−３. 長寿命化計画の方法 
 各自治体の計画から学校施設の方針に関する
方法を抽出し，類似する内容を6つのキーワー
ドを指標として示す。(表3) 
 

表3 長寿命化計画の方法の抽出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 長寿命化計画では改修工事だけではなく，複

合化や跡地利用など，面積縮減による学校施設

の方法も提案されている。 
	 長寿命化計画は施設整備における長寿命化

による維持管理コストの縮減だけではなく，学

校施設に関わるトータルコストの縮減が検討

されていると考えられる。 
 
５. ヒアリングからみた長寿命化計画

の方向性の分析 
	 長寿命化計画の方向性について，対象施設と

基本方針・維持管理コストの算出方法・面積縮

減による方針について以下にまとめる。 
５−１対象施設と基本方針について 
	 全ての自治体で長寿命化計画の方針は文部

科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に係る

手引」1)をベースに計画を策定しており，基本

方針や整備方法は手引きを元に作成されてい

る。 
表4 対象施設と基本方針の策定方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

	 長寿命化計画の対象施設と基本方針の策定

方法について表4に示し分析を行う。 
長寿命化計画の対象について，学校施設のみが

6つ市で公共施設を対象にしている自治体は1
つである。 
	 対象施設と主に計画を策定している部局の

関係性は，学校施設のみを対象としている自治

体は全て教育部局で策定しており，公共施設を

対象としている自治体は市長部局で策定して

いる。 
  基本方針の策定方法については自治体内で
策定している3つの自治体で見られる。コンサ
ルティング会社が基本方針の策定をしている

のは3つの自治体で見られる。 
  策定期間と民間企業との関係について表5に
示し分析を行う。 

表5 自治体とコンサルティングの関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
	 民間企業に業務委託をしている自治体は4つ
の自治体である。また，３つの自治体の内２つ

の自治体はファインコラボレート研究所に業

務委託を行っており，文部科学省の「学校施設

の長寿命化計画策定に係る手引」1)を策定した

民間会社と同じである。策定期間は全て2年以
内で策定を行っている。 
	 長寿命化計画の対象施設数と策定年度の関

係について図1に示す。 
 

 
図1 対象施設数と策定年数 

 
	 2年以上かかった自治体の特徴として，千葉
市は学校施設が小中学校合わせて168校あり，
多く学校施設を保有しており，いすみ市は公共

施設全てを対象としているため，建物検査に時

間が掛かったためだと考察できる。 
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５−２維持管理コストの算出方法 
	 維持管理コストの予算の算出も同じ文部科

学省が出しているエクセルを基に策定してい

る自治体が多く，自治体は流山市以外の５つの

自治体で利用している。 
 維持管理コストの算出方法は，「長寿命化」
「改修時期の標準化」「統廃合」「学校跡地の

売却」「改築面積の縮減」5つのパターンに分
類した。 

表6 維持コストの算出方法 

 
 
 
 
 
 
  
維持管理コストの算出方法と維持管理コスト

の増減率について表7に示す。 
 4つの自治体は「長寿命化」のみの算出方法で
維持管理コストを算出。柏市では，「長寿命化」

と「改修時期の標準化」の2つの算出方法で維
持管理コストを算出。千葉市は「長寿命化」「改

修時期の標準化」「適正配置」「学校跡地の売

却」「改築面積の縮減」の５つの算出方法で維

持管理コストの算出を行っている。 
	 「長寿命化」を行った場合，従来の維持更新

費より低い額に抑えることができる。 
	 削減率からみると，最も維持更新費を削減で

きたのは流山市で21.6%（171億円）の減額を
することでき，また，最も低い削減率になった

のは千葉市で7.5%（461億円）の減額となった。 
 「改築面積の縮減」が６つの自治体で最も維
持更新費の縮減率が高く31.5%（1934億円）で
あり，「長寿命化」と比べると24%（1473億
円）多く縮減をすることができる。 
	  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

	 いすみ市以外の5つの自治体は年平均でみた
とき過去の維持更新費は計画内で出された維

持更新費より高くなる傾向である。 
	 千葉市の5つの維持管理コストの算出を行な
った経緯については，「長寿命化」の計画だと

過去の維持管理コストの1.9倍の予算がかかっ
てしまうため，予算を下げることを目的に「統

廃合」や「学校跡地売却」「改築面積の縮減」

の面積縮減による維持管理コスト縮減のパタ

ーンを策定したためである。 
 
５−３面積縮減による方針 
各自治体の面積縮減の方針の策定状況の統

計を表8に示す。 
 

表8 面積縮減の方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 全ての自治体で「適正配置」の方針を策定し

ている。「複合化」については5つの自治体が
策定しているが，「集約化」については3つの
自治体に数を減らしている。 
 また，「集約化」を策定している千葉市と流
山市と柏市は複合化に関する方針が違うとこ

ろが見られた。それぞれの特徴について以下に

まとめる。 
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（１）千葉市 
千葉市では公共施設の複合化の検討だけでは

なく，民間施設の複合化の検討を行なっている。

学校施設は公共交通の利便性の高い地域に位

置しているなど立地条件等の良いことと考え

ており，民間施設の複合化により，余剰空間の

有効活用と地域の賑わい創出に寄与すること

などを理由にあげている。 
（２）柏市 
柏市では学校施設について，複合化と共有化の

提案を行なっている。共有化は学校施設の教室

で使っていない時間に一般市民に解放を行う

空間と説明を行っている。 
	 共有化の検討を行なった理由として，昨年の

柏市が今後の学校施設となるモデル校の設計

を行なっており，そこで提案として出された学

校施設について計画の提案が大きく影響され

る。また，この計画の策定は学校施設に関わる

部署の代表が集まっている。 
（３）流山市 
	 流山市では，「段階的機能集約」という集約

化を検討している。内容として，学校の整備改

修を行う際に周辺に複合化・多機能化の可能性

のある公共施設がある場合は機能移転を考慮

し，施設整備時に，学校施設に徐々に複合化を

行うことである。 
	 「複合化」については多くの自治体は教育部

局と連携を行いながら進めているが，いすみ市

は余剰教室と跡地利用については産業立地班

が計画を策定しており，企業の人に学校施設の

有効活用を行うことを目的として活動してい

る。「減築」を方針で記載されている自治体は

千葉市，柏市，流山市の3つの自治体だった。 
	 「減築」を提案した自治体の特徴として，公

共施設等総合管理計画で，公共施設または学校

施設の縮減率のシミレーションを計画書で掲

示しており，建築面積の縮減のため「減築」を

方針に入れたと考えられる。 
 
６. まとめ 
	 本稿で千葉県内での学校施設の長寿命化計

画について以下にまとめる。 
１）長寿命化計画の方向性 
	 長寿命化計画は学校施設の長寿命化による

維持更新費の縮減だけでなく，複合化や減築な

どの面積縮減も視野に入れた学校施設のトー

タルコストの縮減の計画が多くみられた。 
２）計画の策定の方針 
	 主に文部科学省が策定した「学校施設の長寿

命化計画策定に係る手引」を基に策定する傾向

にあり，自治体独自による長寿命化の方針はみ

られなかった。 
３）公共施設等総合管理計画との関係 
	 全ての自治体で上位計画に公共施設等総合

管理計画を位置づけており，多くの自治体で

「複合化」や「適正規模・適正配置」など，面

積縮減の方針を行なっている。また，公共施設

または学校施設のシミレーションを計画書で

掲示している自治体は，「減築」を方針に入れ

る傾向にある。 
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